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調査の概要① 

• 福島県商工会連合会に所属する商工会のうち、原発
事故による避難区域に含まれる商工会を除く、77商工
会、19,142事業者が対象。 

• 福島大学などの研究者の協力を得て調査を実施。 

• 各商工会単位で調査票を配布、回収し、連合会の方
でとりまとめた。 

• 調査期間は2016年5月20日～6月20日まで。 

 

• 調査項目としては、①事業所の基本情報、②事業所
に対する原発事故の影響、③震災前と比較した営業
利益、④営業損害の請求状況など。 

 



調査の概要② 

•調査回収率は、以下の通り。 

 地区 配布数 回収数 回収率 

 県北 4,066 617 15.2% 

 県中 6,146 1,080 17.6% 

 県南 2,279 313 13.8% 

 会津 4,360 1,876 43.0% 

 相双 503 102 20.3% 

 いわき 1,788 504 28.2% 

合計 19,142 4,492 23.5% 
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図1-1 事業への原発事故の影響（ N=4,481）

今も影響あり

一時影響が出た

事業者の4割弱が売り上げの減少、
営業利益の減少があると回答。 
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図1-2 業種×売り上げの減少(q3_1)

今も影響あり

一時影響が出た

宿泊業、卸売業、
食品製造業、飲
食業において原
発事故に起因す
る売り上げの減
少があると回答。 
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図2-1 事故前と比較した営業利益

（ N=4,446）
9割以上減少した

7～9割減少した

5～7割減少した

2～5割減少した

1～2割減少した

営業利益は増えた（ 同じ ）

7割の事業所において売り上げが減少と回答。 
1割弱の事業所において売り上げが50%以上減少したと回答 
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(3)風評被害で客が来なく なった

(7)売上原価が増加した

(8)販売費及び一般管理費が増加した

(2)避難指示で馴染みの客が減った

(4)他の企業に顧客を奪われた

(5)県内/県外の取引先からの仕事が減った

(1)放射能への不安から納品を拒否された

(6)人材不足で事業が完全に再開できない

図2-2 営業利益が減少した理由（ N=3,080）

あてはまる

ややあてはまる

半数の事業者が
風評被害を感じ
ている。 

3割の事業者で

取引先が回復し
ない 
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図2-3 業種×風評被害(q6A_3)

あてはまる

ややあてはまる

宿泊業、飲食業、
卸売業、食品製
造業において原
発事故に起因す
る売り上げの減
少があると回答。 
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図3-1 営業損害の状況（ N=4,470）

7月末までは請求金額どおり認め

られた
7月末まで認められたが一部減額

それ以前に打ち切られている

請求したが、 一度も認められない

直後に1～2回請求したのみ

いままで請求したことない

６割が未請求者 
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図3-2 営業利益の減少率(q6)×賠償状況(q7)

7月末までは請求金額どおり認められた 7月末まで認められたが一部減額

それ以前に打ち切られている 請求したが、 一度も認められない

直後に1～2回請求したのみ いままで請求したことない

売り上げが減少した事業所の半数において、賠償を請求していない。 
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図3-3 営業利益の減少率(q6)×請求しない理由(q10)

請求書の書き方がわからない 請求の窓口や手順が不明

請求できるとは知らなかった 自分の事業には賠償が出ないと思った

請求書を書く 時間がない

5割以上営業利

益が減少してい
ても、多くが「自
分の事業に賠
償が出ない」と
考えている。 


